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科学技術研究調査の概要

  ○　調査の時点　　　　毎年３月３１日現在
 
  ○　調査対象及び単位
  　　約１７,０００客体
           ◆企業等　　　　　　　　約１３，０００（法人ごと：標本調査）
           ◆非営利団体・公的機関　約　１，０００（研究を実施している法人及び研究機関ごと：全数調査）
           ◆大学等　　　　　　　　約　３，０００（学部、学校、研究所、法人、施設ごと：全数調査）
 
  ○  調査事項

  ○　調査の流れ（郵送調査）

我が国における科学技術に関する研究活動の状態を調査し、科学
技術振興に必要な基礎資料を得ること

調査の概要

結果の利用

○ 科学技術振興政策等の施策立案の基礎資料

○ 科学技術白書を始め各種白書等における分析の基礎資料

調査のねらい

調査客体総 務 省
郵送

郵送

インターネット

 (1) 研究の実施に関する事項 （研究実施の有無、研究の種類 等）

 (2) 研究関係従業者に関する事項 （研究関係従業者数、専門別研究者数 等）

 (3) 研究費に関する事項 （内部使用研究費、性格別研究費、製品・サービス分野別研究費、特定目的別研究費 等）

 (4) 技術貿易に関する事項 （相手先企業の国籍名及び対価（受取、支払）額）

▽　調査票送付　5月中旬～下旬

▽　督促業務
　◇　第１回督促　７月上旬　（葉書送付）
　◇　第２回督促　７月下旬　（葉書送付）
　◇　第３回督促　８月下旬　（＊）
（＊）企業等のみ　公文入り封書及び
　　　　　　　調査票等調査関係書類一式送付

　※第3回目以降は電話による督促を行い、
　　全ての督促業務は10月上旬に終了。

参考：平成17年調査の回収率 企業等　                     約79％
非営利団体・公的機関　約99％
大学等　　　　　　　 　100％
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公表

【書面申告の場合】受付、入力、内容検査、データチェック、疑義照会
【オンライン申告の場合】受付、データチェック、疑義照会

結果表集計・審査

◎第１回督促（葉書）

◎第２回督促（葉書）

◎第３回督促（書面）
（併せて調査票等送
付）

２月 ３月

調査期間：5月16日～７月15日

◎調査票等の送付

平成19年１月

電話による督促

10月 11月 12月

科学技術研究調査のスケジュール

５月 ６月 ７月 ８月 ９月



個人企業経済調査の概要

（*）調査員の業務：　調査員説明会への出席、調査対象事業所の実地確認、調査協力依頼の準備、
　　　　　　　　　　　　　調査協力依頼、調査票の記入依頼（配布）、取集、検査、提出、『礼状』の配布

 
　○　調査の時点
　　  動向調査票： 四半期ごと、構造調査票：毎年12月末日現在
　　　（調査事業所における調査期間は１年）

  ○　調査対象
　　  約４,０００事業所（製造業、卸売・小売業、飲食店、宿泊業、サービス業(他に分類されないもの)）
 
  ○  調査事項

 
  ○　調査の流れ（調査員調査)

＜動向調査票による調査＞
 

＜構造調査票による調査＞

総 務 省 都道府県 統計調査員
（指導員）

統計調査員
（調査員*）

調査事業所

個人企業（個人経営の事業所）の経営の実態を明らかにし、景気
動向の把握や中小企業振興のための基礎資料を得ること

調 査 の 概 要

四半期ごとの営業状況（業況、売上の状
況、営業利益の状況、在庫の状況、資金
繰りの状況、雇用状況）、営業収支、設
備投資など

事業主の年齢、後継者の有無、事業経営
上の問題点、今後の事業展開、パーソナ
ルコンピュータの使用の有無、１年間の
営業収支、営業上の資産・負債など

結 果 の 利 用

GDPの推計、中小企業振興のための基礎資料、各種白書作成のた
めの資料など

調査のねらい

調査員は、都道府県知事任命の地方公務員（調査員数は19４人）

都道府県は、法定受託事務として国から委託された業務を実施
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・調査全般にわたる説明を受ける

・調査活動中における安全確保に関する説明を受ける

調査票(４期目)の取集<調査終
「礼状」の配布

調査票(４期目)の提出

調査票記入指導
不適格条件確認

未使用調査書類等の提出

調査票記入指導
不適格条件確認

調査票(４期目)の検査

調査票(２期目)取集日の確

調
査
員
が
行
う
事
務

調査協力依頼準備

調査票(１期目)の取集
調査票(２期目)の配布

調査票(１期目)の検査

調査票(１期目)の提出

個人企業経済調査ﾆｭｰｽ(調査ﾆｭｰｽ)の配布

調査員説明会への出席

９月

・調査対象事業所に配布する調査票等の準備

調査協力依頼準備

・調査票等の受領

・担当調査地域及び調査対象事業所の指示

事業所の実地確認

不適格条件確認 不適格条件確認

調査員合同指導会の出席

10月 11月

・調査の概要や調査票による調査等の説明

・調査対象事業所に配布する調査票等の準備及び確認

調査票記入指導

・調査の概要や調査票による調査等の説明を受ける

個人企業経済調査のスケジュール（都道府県・指導員、調査員の事務）

調査票等の内容審査

　　　　調 査 期 間 後

調査票等の内容審査

【 ７ 月 調 査 開 始 の 場 合 】

１　　期　　目 　　　　　　　　２　期　目　

平成19年７月 ８月５月

調査票等の整理

調査票(１期目)の取集

調査員説明会の開催

６月 12月

指導員・調査員の設置

調査票等の整理

調査票等の提出⇒統計局

調査票(４期目)の取集
都
道
府
県
・
指
導
員
が
行
う
事
務

７月

調　査　期　間　前

調査対象事業所に｢調査協力依頼はがき｣を郵送

８月

調査関係書類・用品の配布準備（統計局より前年度に送付済）

・調査票等の配布

調査票等の提出
⇒統計局

調査員合同指導会の開催

・調査活動中における安全確保に関する説明

・調査全般にわたる説明

調査協力依頼

・担当調査地域及び調査対象事業所の指示を受ける

調査票記入指導

・確認後速やかに指導員に状況報告

調査票(１期目)の配布・記入指

・調査対象事業所を外観から確認(移転・廃業等)

・調査結果の還元、広報等

調査票(１期目)取集日の確

・当該事業所が不適格条件に該当するかの確認も行う

調査ﾆｭｰｽの配布調査ﾆｭｰｽの配布

調査票記入指導

調査ﾆｭｰｽの配布

調査票記入指導
不適格条件確認

調査ﾆｭｰｽの配布調査ﾆｭｰｽの配布 調査ﾆｭｰｽの配布
不適格条件確認

４期目までの１年間の調査
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